公益財団法人小山市スポーツ協会加盟団体等運営等補助金支給規程

　（目的）

第１条　この規程は、公益財団法人小山市スポーツ協会（以下｢協会｣という。）に加盟する小山市内を総括する各種目別競技団体、小山市内の一定の地域を総括する地域別体育団体、小山市を単位とする学校体育団体、小山市内に存在する各企業の体育団体、小山市の一定の地域を総括する総合型地域スポーツクラブ及びスポーツ少年団（以下これらを｢加盟団体等｣という。）が地域スポーツの振興と競技力の向上を図るために行う活動等に対して交付する加盟団体等運営等補助金（以下「補助金」という。）について必要な事項を定めることを目的とする。
　（補助の対象）

第2条 補助金として交付する費目は、次に掲げるものとする。

(1) 運営費
(2) 会場使用料

(3) スポーツ少年団育成費

　（補助の基準）
第３条　補助金の額は、次の各号に掲げる費目ごとに定めた基準により算定した額とする。
(1) 運営費
	各種目別競技団体・学校体育団体・各企業の体育団体・総合型地域スポーツクラブ・スポーツ少年団
	地　域　別　体　育　団　体

	登録人数
	補助金の額
	登録世帯数
	補助金の額

	50人未満
	　30,000円
	2,000未満
	　　　50,000円

	50人以上100人未満
	　40,000円
	2,000以上4,000未満
	60,000円

	100人以上200人未満
	　50,000円
	4,000以上6,000未満
	70,000円

	200人以上400人未満
	　60,000円
	6,000以上8,000未満
	80,000円

	400人以上800人未満
	　80,000円
	8,000以上10,000未満
	100,000円

	800人以上1,500人未満
	100,000円
	10,000以上13,000未満
	  　 120,000円

	1,500人以上3,000人未満
	130,000円
	13,000以上16,000未満
	 　  140,000円

	3,000人以上5,000人未満
	170,000円
	16,000以上20,000未満
	　　 170,000円

	5,000人以上
	180,000円
	20,000以上
	  　 180,000円


　備考：登録人数及び登録世帯数については、前年度の登録人数（協会登録料納入済登録人数）によるものとする。
(2) 会場使用料

　　会場使用料の補助については、小山市内の施設管理者の使用料減免措置の対象とならない会場（例：栃木県立県南体育館、同温水プール館等）の使用料を補助対象とし、次のア、イ、ウの基準により補助する。
　　 ア　各加盟団体等が主催者又は主管者として大会運営費を支出した事業については補助するものとし、各加盟団体等の独自の練習会等については補助しない。
　  イ　小山市内の公共施設が利用できない場合又は大規模事業により公共施設だけでは対応できない場合であって、真にやむを得ないと認めるときは、補助することができる。
　　ウ　栃木県立県南体育館を小山市総合競技選手権大会の会場として使用するときは、施設使用料（早朝使用料を除く。）のみを補助対象とし、備品使用料は補助対象外とする。
　　エ　補助基準

　　　　会場使用料の２分の1以内とし、支給額の限度額は５０,０００円以内とする。

(3) スポーツ少年団育成費

　　スポーツ少年団の運営・育成費として登録人数（前年度の協会登録料納入済額人数）に対し1人当たり１００分の５０を補助する。
（交付の申請等）
第４条　補助金の交付を受けようとする加盟団体等(以下「申請者」という。）は、６月末日までに、総会資料のほか次の書類を添えて、加盟団体等運営等補助金交付申請書（別記様式第１号）を協会会長に提出しなければならない。

(１)　前年度の事業報告書

(２)　同　　収支決算書

(３)　申請年度事業計画書

(４)　同　　収支予算書

(５)　同　　役員報告書

(６)　会場使用料にあっては、内容の確認ができる領収書の写し
（交付決定等）

第5条 　会長は、前項の規定により提出された申請書を受理したときは、速やかに総務委員会にその審査を行わせるものとする。

２　総務委員会は、前項の申請内容を審査し、補助金の交付の可否及び交付額を決定の上、会長に報告する。
３　会長は、総務委員会から報告があったときは、その内容を確認の上、決定し、当該申請者にその旨を通知するものとする。　
（補助金の請求等）

第６条　前条の規定により補助金の交付を可とする決定の通知を受けた加盟団体等（以下「交付決定者」という。）は、加盟団体等運営等補助金交付請求書（別記様式第３号）に次の各号に掲げる書類を添えて、協会会長に請求しなければならない。
　（１）　事業計画書

　（２）　収支予算書
２　協会会長は、前項の規定による請求があったときは、その内容を審査の上、補助金の交付が適当であると認めるときは、当該交付決定者に対し速やかに補助金を交付するものとする。
　（重複申請の制限）

第７条　この規程に定める補助の対象について、既に他の補助を受けているものについては、申請を行うことができない。

２　会長は、補助金の交付がされた後に、前項の申請がされたことが判明したときは、補助金の返還を求めることができる。
　（変更）

第８条　この規程の変更は、理事会の議決により変更することができる。
附　則

　この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１項の規定による公益法人の設立の登記の日から施行する。
　　　附　則
この規程は、平成３１年３月７日より施行する。（各種様式の元号を除く。）
　　　附　則

この規程は、令和３年４月１日より一部改正し施行する。（第３条第３号組織拡充事業費の削除。）
　　　附　則

この規程は、令和　３年４月１日より一部改正し施行する。（第３条第３号削除に伴い、第３条第４号から第３条第３号の規定に繰り上がり、スポーツ少年団育成費１人当たり１００分の５０へ改正。）

　　　附　則
　この規程は、令和４年４月１日より施行する。（法人の名称変更）
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